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令和２年度 地域活性化総合特別区域評価書 

 

作成主体の名称：長崎県、長崎市、佐世保市、西海市 

 

１ 地域活性化総合特別区域の名称 

  ながさき海洋・環境産業拠点特区 

 

２ 総合特区計画の状況  

①総合特区計画の概要 

国内有数の造船業集積地である長崎県において、燃費・環境性能に優れた高付加価値

船・省エネ船の建造等を促進するとともに、造船で培われた技術と海洋県としての地理

的特性を活かした海洋エネルギーの実用化に向けた取組等を進めることにより、産業の

振興とあわせて、環境保全・省エネ及びエネルギー供給という社会経済課題の解決にも

貢献し、地域経済の活性化に繋げていく。 

 

②総合特区計画の目指す目標 

エネルギー問題と海運での地球温暖化対策・環境対策について、基幹産業である造船

業の技術力を活かし、ＣＯ２の排出が少ない高付加価値船・省エネ船の建造を促進する

とともに、造船技術とそこから派生する省エネ・環境技術を駆使し、海洋県としての地

理的特性も活かしながら海洋・環境産業の振興を図ることにより、産業振興と環境保全・

省エネ、エネルギー供給という我が国の経済社会課題の解決に貢献する「ながさき海洋・

環境産業モデル」の実現を図り、地域経済の活性化に繋げる。 

 

③総合特区の指定時期及び総合特区計画の認定時期 

平成 25年 2月 15日 指定 

 平成 25年 11月 29日 認定 

 平成 30年 4月 1日 変更認定 

 

④前年度の評価結果 

グリーン・イノベーション分野 4.5点 

・ 造船等マーケットの停滞の中で、再生可能エネルギーの活用等に意欲的に取り組

んでいることは高く評価。 

・ 県内重工業の技術力を活かし、船舶の省エネルギー化、環境汚染防止性能の強化、

再生可能エネルギーに貢献しようとするものであり、今後の我が国の環境産業・

エネルギー産業の発展のために極めて重要な取組であると評価。平成 25年の開

始当初と比較すると格段の進展が認められる。 

・ 国内初の浮体式洋上風力発電のウィンドファームの設置計画の具体化で、さらな

る海洋エネルギー産業拡大への波及が期待。 

・ 排ガス浄化装置について国内での施工が進むような規制面・補助面での取り組み

を国と強調して実施して行くことが望まれる。 

・ 海洋再生可能エネルギー発電施設整備のための海域利用促進区域指定を契機に、
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さらなる推進を期待。 

・ 地域特性をふまえ、海洋再エネによる電力地産地消のモデル構築に期待。 

 

   アジア拠点化・国際物流分野 4.0点 

・ 造船業をめぐる厳しい国際環境のなかで、技術的な優位性を活用し、省エネ・環

境対策関連分野への特化という明確な目標にむけて、引き続き着実な成果を積み

上げることができている。 

・ 目標達成に向けた実施スケジュールを具体的に記載している点が評価できる。 

・ 評価指標が 4年間で 10％増というのは消極的すぎないか。各企業からの積上げ

との積算根拠が記載されているが、補助金を利用するからにはもう少し高い目標

を設定すべき。二年目にして既に大幅に目標値を超えていることより、上方修正

も検討すべき。 

・ 地域独自の取組として産業支援・産業技術支援や海外展開支援に対する事業の記

載があるが、本特区の目標である船舶環境技術や海洋エネルギー産業の集積とい

う目標との直接的な関連性が薄い。 

 

⑤前年度の評価結果を踏まえた取組状況等 

  昨年度の評価結果の「上方修正も検討すべき」との専門家所見をいただいたが、「新

造船の受注は少なく今後も厳しい状況が継続すると判断」し、現時点での評価指標の

上方修正は見送ることとした。また、専門家委員からの指摘を踏まえ、別紙 3を整理

し、該当する産業支援・産業技術支援や海外展開支援である「アジアビジネス展開プ

ロジェクト促進事業」及び「認定訓練助成事業費補助金」を削除した。 

 

⑥本年度の評価に際して考慮すべき事項 

本計画は、平成 30年 4月 1日に変更計画が認定され、新たに平成 30年度から令和 4

年度までの新計画に移行しており、今回が本計画における 3度目の評価となる。 

新計画の評価指標及び数値目標は、 

 (1)県内造船所による高付加価値船・省エネ船の建造量：230万総トン（令和 4年度） 

 (2)県内造船所による環境関連機器の取扱件数：115 件（令和 4年度） 

 (3)県内造船所が建造に携わったあるいは県内に設置された海洋再生可能エネルギー 

   利用発電設備の総設備容量（累計）：33 ＭＷ（令和 4年度） 

 (4)海洋再生可能エネルギー実証プロジェクト実施件数（累計）：6件（令和 2年度） 

    従来目標からの変更点は、(1)及び(3)は目標値を増加し、(2)はバラスト水処理装置

から環境関連機器の取扱件数へと取組の対象範囲を拡大した。また、海洋関連産業の

集積を図るため目標に(4)を追加した。 

 

３ 目標に向けた取組の進捗に関する評価（別紙１） 

①評価指標 

評価指標（１）：県内造船所による高付加価値船・省エネ船の建造量(進捗度 85％) 

数値目標（１）：220万総トン（平成 29年度）→230万総トン（令和 4年度） 

[令和 2年度目標値：226万総トン、令和 2年度実績値：193万総トン、進捗度 85％] 
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評価指標（２）：県内造船所による環境関連機器の取扱件数(進捗度 82％) 

数値目標（２）：115件（令和 4年度） 

[令和 2年度目標値：65件、令和 2年度実績値：53件、進捗度 82％] 

評価指標（３）：県内造船所が建造に携わったあるいは県内に設置された海洋再生可能

エネルギー利用発電設備の総設備容量（累計）(進捗度 53％) 

数値目標（３）：9 ＭＷ（平成 28年度）→ 33 ＭＷ（令和 4年度） 

［令和 2年度目標値：18 ＭＷ、令和 2年度実績値：9.5 ＭＷ、進捗度 53％］ 

 

評価指標（４）：海洋再生可能エネルギー実証プロジェクト実施件数（累計） 

(進捗度 100％) 

数値目標（４）：3件（平成 28年度）→ 6件（令和 2年度） 

［令和 2年度目標値：6件、令和 2年度実績値：6件、進捗度 100％］ 

 

②寄与度の考え方 

 該当なし 

 

③総合特区として実現しようとする目標（数値目標を含む）の達成に、特区で実施する

各事業が連携することにより与える効果及び道筋 

本県造船業が有する高い技術力を活かしながら、高付加価値船や省エネ船の建造促進

に加え、海洋エネルギー分野における海洋関連産業の拠点づくりを着実に推進していく

ため、総合特区を活用した取組を進めることにより、県内産業の裾野の広がりと成長を

促し、地域経済の活性化を図る。 

「高付加価値船・省エネ船の建造促進」については、電気推進と蒸気タービン推進の

ハイブリッド化された STaGE 型の船の建造もあり、更なる省エネを実現している。しか

しながら、平成 30 年 11 月、日本政府は、韓国が造船会社に対し違法な金融支援を行っ

たとして世界貿易機関（ＷＴＯ）に提訴したとおり、健全な受注競争の環境にないこと

から、新造船の受注は少なく、今後も厳しい状況が継続すると思われる。非常に厳しい

状況にあるが、脱炭素化に向けて大気汚染に関するＳＯｘ規制、ＮＯｘ規制（Tｉｅｒ-

Ⅲ）などの環境規制対応した取組の継続、生産物流効率化に向けたＩｏＴ技術の適用等

の生産現場の高度化に向けた取組などを進めていく。 

「県内造船所による環境関連機器の取扱件数」については、県内造船所によるバラス

ト水処理装置の取扱を促進するために取り組んできた「とん税及び特別とん税の非課税

要件の緩和」は実現されていない。バラスト水管理条約は平成 29 年 9 月 8 日に発効し、

新造船について外航船の場合は設置が進んでいるが、既就航船の排ガス浄化装置につい

ては、船主側は主に中国の造船所でのレトロフィット（追加設置）や燃油の選択などが

多く、国内での追加設置は少ない状況にある。今後も既存船への取り付けに関しては、

３D レーザースキャナーを活用した図面の作成など、技術の優位性を活かして、引き続

き営業活動を継続していく。 

「県内造船所が建造に携わったあるいは県内に設置された海洋再生可能エネルギー利

用発電設備の総設備容量」については、長崎海洋産業クラスター形成推進協議会による
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事業者向けのワンストップ窓口や機能的な事業誘致等を実施した。 

当県としては平成 30年度に「海洋エネルギー分野別中核候補企業育成事業補助金」を

新設し、令和 2 年度においても引き続き事業分野ごとの中核となる企業の育成と、その

企業を中心としたクラスター形成による共同受注体制の構築支援を行った。五島市沖で

は、促進区域において国内初の浮体式洋上風力のウィンドファーム(16.8ＭＷ）の設置が

計画されているとともに、令和 2 年 7 月 3 日に西海市江島沖が再エネ海域利用法の有望

な区域に選定され、促進区域に向けた協議が進んでいる。 

今後、海洋再生エネルギーの導入促進がより加速することから、今後、海洋エネルギ

ー産業への地元企業の参入拡大に向けた取組等を進めていく。 

 

④目標達成に向けた実施スケジュール 

平成 30年 4月 1日から新たな総合特区計画が認定され各種取組を実施しているが、本

特区の目標実現につなげていくため、各事業の着実な推進による新たな数値目標の達成

に努めていく。 

「高付加価値船・省エネ船の建造促進」については、県内造船業界は大型客船建造事

業の終了など変革の過程にあるため、数値目標の修正も含めて検討していく必要がある。 

国外造船会社との受注競争の結果、新造船の受注は少なく、今後も厳しい状況が継続

すると思われるが、本特区における高付加価値船・省エネ船の建造促進の取組を進めて

いく。 

「海洋エネルギーの実用化」については、実証フィールドのワンストップ窓口・実証

誘致機能を追加するなど機能強化を図った。引き続き、実証事業等の誘致を推進すると

ともに、地元企業の参入拡大支援等の取組を進めていく。 

 

４ 規制の特例措置を活用した事業等の実績及び自己評価（別紙２） 

①特定地域活性化事業 

該当なし 

平成 25年度春協議の「保税地域間運送の手続きの簡素化」や平成 26年度春協議

の「外国人技能実習生の受入期間の拡大」等の提案を行ってきたものの、運用での

対応や法律施行による全国展開で実現した。 

②一般地域活性化事業 

②－１ 同一特定倉庫内での保税工場の指定による物流コストの削減（関税法） 

ア 事業の概要 

大型客船のような、海外からの輸入資材が多い船舶の建造に伴い、同一特定倉庫内

での保税工場の指定について、倉庫の一部を指定保税地域として指定し、他の一部を

保税工場として指定を受けることは現行制度において可能との見解が示された。 

今後、物流コストが削減されることで、船舶建造の件数拡大が見込まれる。 

 

イ 評価対象年度における規制の活用状況と目標達成への寄与 

    大型客船建造事業からの撤退や造船市況低迷のため活用はなかった。今後は客船修

繕の事業化を目指しており、修繕、改造（改修）資材などへの活用が見込まれる。 
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②－２ 保税地域における蔵置期間の延長による物流コストの削減（関税法） 

ア 事業の概要 

大型客船のような、海外からの輸入資材の多い船舶の建造に伴い,外国貨物の蔵置期

間の延長緩和について、当初から期間内に終了しないことが明らかな場合は、現行制

度において、移入承認を受ける際に同時に蔵置期間の延長承認を受けることが可能と

の見解が示された。今後、物流コストの削減に寄与することとなり、結果として高付

加価値船・省エネ船建造が推進される。 

 

イ 評価対象年度における規制の活用状況と目標達成への寄与 

大型客船建造事業からの撤退や造船市況低迷のため活用はなかった。今後は客船修

繕の事業化を目指しており、修繕、改造（改修）資材などへの活用が見込まれる。 

 

③ 規制の特例措置の提案 

  ③－１ 海洋再生可能エネルギー実証フィールドにおける環境アセスメントの規制緩和 

   ア 提案の概要 

     海洋再生エネ実証フィールドの有効活用を図ることで、我が国の海況・環境に適

合した洋上風力発電所の整備に資する実証事業を促進するために、10,000kW未満の

実証海域で実施した環境アセスメントにて得られたデータを有効活用し、実用段階

の出力 10,000kW以上における環境アセスメントの評価項目の一部を省略・代替する

措置を求める。 

   イ 国と地方の協議結果 

     環境省より「出力 10,000kW以上の実用段階の事業を実施する場合において、先行

して実証海域で実施した事業で得られたデータについて、法に基づく環境影響評価

を実施する際の環境影響評価図書に活用できる場合がある」との見解が示され、環

境影響評価を実施する際の個別具体的なデータ活用については、別途事業者から環

境省に照会することとなった。（現行法令で対応可能） 

 

５ 財政・税制・金融支援の活用実績及び自己評価 

① 財政支援：評価対象年度における事業件数 1件 

＜既存の補助制度等による対応が可能となった事業＞ 

①－1 ＣＯ２、ＮＯx及び Soｘ削減・バラスト水対策・省エネ船など環境に配慮した船   

  舶の開発・建造（燃料電池船技術評価ＦＳ事業） 

ア 事業の概要 

 今後、水素を利用した船舶の導入が有望視される船種、大きさ、航路等を整理す

るとともに、導入による CO2削減効果がどの程度見込まれるのかを総合的に調査し、

利用促進のための各種技術的な課題・対応策や経済性などを検討し、船舶における

水素利用拡大に向けた今後の指針を策定する。 

    イ 評価対象年度における財政支援の活用状況と目標達成への寄与 

 環境省事業（国土交通省連携事業）である「燃料電池船技術評価 FS事業」に県内

造船事業者と大学が参画するコンソーシアムの提案事業が採択され、「船舶における

水素利用ロードマップの策定」を目的に燃料電池船の技術的課題を整理・検討した。
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今後、燃料電池船に関する技術的課題が解決された場合、省エネ船としての扱い・

計上となる。 

    ウ 将来の自立に向けた考え方 

     国プロジェクト等を活用した県内での燃料電池船の設計・建造・実証を目指す。 

  

②税制支援：該当なし 

      地域活性化総合特区を対象とする税制支援（特定新規中小会社が発行した

株式を取得した場合の課税の特例）が平成 29年度末で廃止されたことから、

該当なし。 

 

③金融支援（利子補給金）：該当なし 

令和２年度中の新規の認定はなかった。 

 

６ 地域独自の取組の状況及び自己評価（別紙３） 

（地域における財政・税制・金融上の支援措置、規制緩和・強化等、体制強化、関連す

る民間の取組等） 

   企業の競争力を図るため、ものづくり支援補助事業や企業立地奨励金事業等の財政支

援措置をはじめ、企業誘致・立地の促進を図る施策として、固定資産税の課税免除等の

税制支援措置など、効果的な取組を行った。また、国と地方の協議事項の検討や事業の

展開、地域独自の課題に対する解決策の検討を実施した。 

また、造船業においても、大型客船建造事業から撤退したため、多くの保税倉庫を運

用、管理することには至らなかったが、大量の輸入資材を必要とする客船修繕事業等を

計画していく場合、資材の物流運用を用意にすることができるベースがあることは、納

期管理や工程管理に幅を持たせることが可能となり、工事計画を進めるうえで優位であ

ると判断する。 

   海洋エネルギーワーキンググループでは海洋関連エネルギー関連デバイスに関する支

援策だけではなく、海洋関連産業の新規創出を目的とするため、企業と大学や研究機関

による協議会を開催している。その中で、大学発のベンチャー支援や日本財団オーシャ

ンイノベーションコンソーシアムとの連携も強化し、海洋人材育成を強化している。 

 

７ 総合評価 

本県の主要造船所が新船造船事業を休止し、修繕船事業を柱とする事業再構築を実施

していく判断がなされるなどの影響があり、評価指標（１）（２）の達成状況については、

厳しいものとなった。 

「地域ワーキンググループ」において、令和２年度は国への新規提案事項が出なかっ

た一方で、令和元年度に設立した「長崎港におけるクルーズ船修繕事業の拠点化に関す

る関係機関連絡会議」での取組を官民一体となって加速させていく予定であったものの、

新型コロナウィルス感染拡大の影響により、世界中でクルーズツアーが中止となるなど

取り巻く環境が大きく変化したことからクルーズ船の動向等について情報収集するにと

どまった。令和 3年度は、引き続きクルーズ船の動向等を注視するとともに、クルーズ

船修繕事業に関する法規についての規制緩和の適用や新規申請などの検討を進めたい。 
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成果指標（３）については、五島市沖が平成 31年 4月 1日に施行された再エネ海域利

用法に基づき、令和元年 12月 27日に全国で初となる促進区域に指定され、令和 3年 6

月 11 日に発電事業者が決定した。令和 2年 7月 3日に西海市江島沖が再エネ海域利用法

の有望な区域に選定され、促進区域の指定に向けた協議が進んでおり、本県の海洋再生

可能エネルギーの導入促進がより加速することから、今後、海洋エネルギー産業への地

元企業の参入拡大に向けた取組等を進めていく。 

引き続き、各支援制度を有効に活用していくとともに、特区が掲げる目標の実現に向

けて地域が一体となって取り組んでいく。 

 

 



別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成29年度） 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 222（万総トン） 224（万総トン） 226（万総トン） 228（万総トン） 230（万総トン）

実績値 201（万総トン） 247（万総トン） 259（万総トン） 193（万総トン） （万総トン） （万総トン）

進捗度（％） 111% 116% 85%

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、各年度
の目標

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合の要因分析）

総合特区制度の活用により、地域内の建造量増加に必要な環境整備を図るとともに、本県における造船業への地域一体と
なった継続的な支援により、平成29年度の約1.1倍となる目標の達成を目指す。※企業の事業展開戦略に基づく数値のた
め、個別の目標値については非公表とする。
・造船業への地域一体となった民間主導の支援体制の構築
・新成長ものづくり産業支援事業（県）による事業拡大支援（活動費等補助）
・ものづくり支援補助事業（長崎市）、地場企業支援ファンド助成事業（県）による技術開発
・戦略産業人材育成・確保支援事業（佐世保市）、地域創生人材育成事業（県）による人材育成・確保　　等

各年度の目標値については、県内造船所で建造された多くの高付加価値船や省エネ船が世界の航路で運航されることが、
地球温暖化対策に繋がるとともに県内産業の裾野の広がりと成長による地域経済の活性化に資するものと考えられるた
め、地域協議会参加の各造船所が示す目標値の合計により設定した。
令和２年度の実績値については、各造船所の令和２年度の建造実績を集計し、その総計を実績値とした。

代替指標又は定性的評価の考
え方
※数値目標の実績に代えて代
替指標又は定性的な評価を用
いる場合

外部要因等特記事項

数値目標（１）
220万総トン　→

230万総トン

寄与度(※)：100（％）

評価指標（１）
県内造船所による
高付加価値船・省
エネ船の建造量

令和２年度の数値目標の達成状況が80％以上の場合は記載不要



別紙１
■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成29年度） 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 50（件） 55（件） 65（件） 100（件） 115（件）

実績値 46（件） 51（件） 59（件） 53（件） （件） （件）

進捗度（％） 102% 107% 82%

評価指標（2）
県内造船所による
環境関連機器の取
扱件数

数値目標（2）
115件

寄与度(※)：100（％）

代替指標又は定性的評価の考
え方
※数値目標の実績に代えて代
替指標又は定性的な評価を用
いる場合

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

総合特区制度の「とん税等の優遇」により、地域内での環境関連機器の取扱量や建造増加に必要な環境整備を図るととも
に、技術面の研究開発支援と連携した継続的な支援により目標達成を目指す。※企業の事業展開戦略に基づく数値のた
め、個別の目標値については非公表とする。
・創造的技術開発・販路開拓支援事業による研究開発、販路開拓支援（佐世保市）　等

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、各年度
の目標

各年度の目標値については、海洋環境の保全対策の課題解決に必要な環境配慮設備（バラスト水処理装置：BWMS）の取
扱量について、地域協議会参加の各造船所が示す目標値の合計により設定した。
バラスト水管理条約は発効が遅れていたが、平成28年9月8日に発効要件を達成し、1年後の平成29年9月8日に条約が発
効されている。条約発効後、最初のIOPP（国際油汚染防止）証書の更新検査時までの最長５年間は既存船への設置免除
期間とされているが、この間に対象船舶へのバラスト水処理装置の設置を完了する必要があり、全世界で約5万隻に対して
設置工事が発生すると見込まれている。また、国土交通省においても、平成29年度以降にバラスト水処理装置設置工事の
対象隻数が平成27・28年度と比較しても約3倍になると推計している。
令和２年度の実績値については、各造船所の令和２年度の取扱実績を集計し、その総計を実績値とした。

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合の要因分析）

外部要因等特記事項

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

令和２年度の数値目標の達成状況が80％以上の場合は記載不要



別紙１
■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成29年度） 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 9（MW） 11（MW） 18（MW） 25（MW） 33（MW）

実績値 9（MW） 9（MW） 9（MW） 9.5（MW） （MW） （MW）

進捗度（％） 100% 82% 53%

平成29年度時点で、県内造船所等が携わったあるいは県内に設置された海洋再生可能エネルギー利用発電設備の総設備
容量と今後計画されている海洋再生可能エネルギー利用発電設備の総設備容量の合計を目標値として設定する。
　目標値として設定した計画等は以下のとおり。

・五島市沖にて稼働中の浮体式洋上風力発電（2MW）
・県内企業が建造し、福島県沖に設置した浮体式洋上風力発電（7MW）
・五島市沖浮体式洋上風力発電ウィンドファーム（22ＭＷ）
・環境省事業での潮流発電デバイス実証試験（2MW）

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合の要因分析）

環境省「潮流発電技術実用化推進事業」を活用し五島市奈留瀬戸において2MWの潮流発電デバイスで実証する予定であっ
たが諸般の事情により0.5MWデバイスでの実証となった。長崎県五島市沖浮体式洋上風力発電ウィンドファームについては
発電事業者の公募が令和2年12月に締め切られ、令和3年6月11日に発電事業者が決定し事業が具体化している。

評価指標（3）
県内造船所等が建
造に携わったある
いは県内に設置さ
れた海洋再生可能
エネルギー利用発
電設備の総設備容
量

数値目標（3）
9 MW　→　33 MW

寄与度(※)：100（％）

代替指標又は定性的評価の考
え方
※数値目標の実績に代えて代
替指標又は定性的な評価を用
いる場合

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

総合特区制度の活用により海洋エネルギー産業の拠点形成に重要な実証フィールドの誘致、海域利活用のルール等の必
要な環境整備を行うとともに、「技術開発、研究、教育を行う研究拠点」等を設置し、自立的に発展するクラスター形成に向
けた継続的な支援により目標達成を目指す。
・長崎県海洋エネルギー産業の拠点形成構想に基づく事業実施（H26構想策定）
・海洋エネルギー実証フィールドの構築及び実証・商用事業の誘致促進
・長崎市新事業展開・IoT活用技術による生産性向上支援補助金（長崎市）による事業可能性調査及び人材育成支援
・地元関連企業で構成するNPO法人長崎海洋産業クラスター形成推進協議会の活動支援

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、各年度
の目標

外部要因等特記事項

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。



別紙１
■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成29年度） 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 3（件） 5（件） 6（件）

実績値 3（件） 5（件） 5（件） 6（件）

進捗度（％） 167% 100% 100%

長崎県は「長崎県総合計画（チャレンジ2020)」の中で、「海洋エネルギーを中心としたエネルギー関連産業の拠点形成」に
取り組むこととしており、「県内実証フィールドでの海洋再生可能エネルギー実証プロジェクト実施件数」を指標として設定し
ている。本特区の評価指標に関しても、同期間にて同じ目標値を設定した。
令和2年度の実績値については、長崎県内で実施される実証等プロジェクト実施件数を実績値とした。

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合の要因分析）

外部要因等特記事項

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

評価指標（4）
海洋再生可能エネ
ルギー実証 プロ
ジェクト実施件数

数値目標（4）
3件　→　6件

寄与度(※)：100（％）

代替指標又は定性的評価の考
え方
※数値目標の実績に代えて代
替指標又は定性的な評価を用
いる場合

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

海洋エネルギー実証フィールドの構築推進や、NPO法人長崎海洋産業クラスター形成推進協議会に設置している民間事業
者向けのワンストップ窓口、事業誘致活動を通して、目標達成を目指す。
・NPO法人長崎海洋産業クラスター形成推進協議会でのワンストップ窓口・事業誘致活動
・海洋エネルギー関連産業集積創出事業費（長崎県）

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、各年度
の目標

令和２年度の数値目標の達成状況が80％以上の場合は記載不要



別紙２

関連する数値目標

国との協議の結果、現時点で実現可能なことが明らかになった措置による事業（本文４②に記載したものを除く。）

関連する数値目標
評価対象年度における

活用の有無

国との協議の結果、全国展開された措置を活用した事業（本文４②に記載したものを除く。）

関連する数値目標
評価対象年度における

活用の有無

現時点で実現可能なことが明らかになった
措置による事業の名称

備考
（活用状況等）

全国展開された事業の名称
備考

（活用状況等）

＜特記事項＞

■規制の特例措置等を活用した事業の実績及び評価
規制の特例措置を活用した事業

特定（国際戦略／地域活性化）事業の名称（事業の詳細は本文４①を参照） 規制所管府省による評価

規制所管府省名：＿＿＿＿＿＿＿
□　特例措置の効果が認められる
□　特例措置の効果が認められない
　　　⇒□要件の見直しの必要性あり
□　その他

※関連する数値目標の欄には、別紙１の評価指標と数値目標の番号を記載してください。



別紙３
■地域独自の取組の状況及び自己評価（地域における財政・税制・金融上の支援措置、規制緩和・強化等、体制強化、関連する民間の取組等）
財政・税制・金融上の支援措置
財政支援措置の状況

事業名 事業概要 関連する数値目標 実績 自治体名

新成長ものづくり産業支援事
業

成長ものづくり5分野（ロボット、IoT、航空機、造船・
プラント、半導体）において、企業グループによる事業
拡大、サプライチェーンの構築等の自発的な取組に対
し、補助を行う。

数値目標(1)

R2年度
132,562千円
認定3グループ9社
52,587千円

長崎県

ものづくり支援補助事業

市内ものづくり製造業の経営基盤の強化を図るため、技
術・技能の高度化などの人材育成をはじめ、販路開拓、
新製品開発、新事業展開、生産性向上などの取組みを支
援する。

数値目標(1)、(2)、(3)、
（4）

R2年度
・長崎工業会補助事業
1,023千円
・長崎地域造船造機技術研
修事業
3,500千円
・長崎市製品・技術「優れ
モノ」PR補助事業
234千円（2件）
・長崎市新事業展開・IoT
活用技術による生産性向上
支援補助事業
（可能性調査）6,480千円
（6件）
（産業人材育成）261千円
（3件）
・挑戦型共同研究開発支援
補助金
0件

長崎市

新エネルギー産業等プロジェ
クト促進事業

環境・新エネルギー関連分野における地場企業等を中心
とした連携体による製品・技術開発のためのプロジェク
ト創出や販路拡大を支援するため、公益財団法人長崎県
産業振興財団に補助を行う。

数値目標(3)
R2年度
6,010千円

長崎県

海洋エネルギー関連産業創出
促進事業

洋上風力発電等の海洋エネルギーの商用化を見据えた技
術研究開発や専門人材育成及び共同受注体構築への取組
を支援することにより海洋エネルギー関連産業の拠点形
成を促進するため海洋エネルギー関連産業創出促進事業
補助金を交付する。

数値目標(3)、(4)
R2年度
17,797千円

長崎県

創造的技術開発・販路開拓支
援事業補助金

企業の技術力向上や販路拡大を図るため、市内企業が新
製品・新技術の開発に取り組む際や、新製品等の販路開
拓を行う際の経費の一部を補助する。

数値目標(1)、(2)、(3)
R2年度
8,316千円（4件）

佐世保市

戦略産業人材育成・確保支援
事業

ものづくり企業における技能継承不足や人材不足などの
解消を図るため、中小企業団体が人材育成や人材確保に
取り組む事業に対して、経費の一部を補助する。

数値目標(1)、(2)、(3)
R2年度
2,409千円（1件）

佐世保市

地場企業工場等立地促進補助
金

事業拡大に取り組む製造業者等の、工場増設等の設備投
資に対し、投資額や新規雇用者数等に応じた補助を行
う。

数値目標(1)
R2年度
455,326千円（5件）
立地協定1件

長崎県

企業立地推進助成事業
高付加価値船関連の舶用企業等の本県への立地・集積に
関し、補助を行う。

数値目標(1)、(2)、(3)
R2度
支援措置件数 0件

長崎県

企業立地奨励金事業
域外からの企業の立地や域内の増設を促進し、本市の雇
用の拡大と所得の向上を図るため、立地企業に対し企業
立地奨励金を交付する。

数値目標(1)、(2)、(3)
R2年度
387,113千円（17件）

長崎市

企業立地奨励金

新たな企業が立地し、立地企業がさらなる投資を行うこ
とで、魅力ある雇用環境が創出、拡大されることを
目的とし、一定要件に該当する工場等の新設及び移設、
増設を行った企業に対し、企業立地促進条例に基づき奨
励金の交付を行う。

数値目標(1)、(2)、(3)
R2年度
257,712千円（6件）

佐世保市

雇用奨励金交付
引き続き企業誘致を進めるとともに、増設を検討してい
る企業について制度の周知を図り、増設による雇用を促
進する。

数値目標(1)、(2)、(3)
R2年度
0件

西海市

普通財産貸付料の減額
引き続き企業誘致を進めるとともに、増設を検討してい
る企業について制度の周知を図り、増設による雇用を促
進する。

数値目標(1)、(2)、(3)
R2年度
0件

西海市

税制支援措置の状況
事業名 事業概要 関連する数値目標 実績 自治体名



金融支援措置の状況
事業名 事業概要 関連する数値目標 実績 自治体名

固定資産税の課税免除（誘致
及び地場企業向け）

長崎市地域経済牽引事業の促進による成長発展の基盤強
化のための課税免除に関する条例により、固定資産税の
課税免除を行う。

数値目標(1)、(2)、(3)

R2年度
・土地　　713千円
・家屋　　15,947千円
・償却　　874千円
  合計　　17,534千円

長崎市

固定資産税の課税免除（誘致
企業・地場増設企業対象）

過疎地域で投資をした、一定要件に該当する企業に対
し、過疎法に基づき、固定資産税の課税免除を行う。

数値目標(1)、(2)
R2年度
4,958千円（2件）

佐世保市

固定資産税の課税免除（誘致
企業・増設企業対象）

引き続き企業誘致を進めるとともに、増設を検討してい
る企業について制度の周知を図り、増設による雇用を促
進する。

数値目標(1)、(2)、(3)
R2年度
0件

西海市

規制緩和・強化等
規制緩和

取組 事業概要 関連する数値目標 実績 自治体名

規制強化
取組 事業概要 関連する数値目標 実績 自治体名

その他
取組 事業概要 関連する数値目標 実績 自治体名

特区の掲げる目標の達成に寄与したその他の事業
事業名 事業概要 関連する数値目標 実績 自治体名

体制強化、関連する民間の取組等

体制強化

民間の取組等

地区ごと（長崎・佐世保・西海）に組織された「地域ワーキンググループ」においては、特区制度（規制・税制・財政・金
融）を活用した、国と地方の協議事項の検討や事業の展開、地域独自の課題に対する解決策の検討を実施した。
「海洋エネルギーワーキンググループ」では、海洋エネルギーにかかる地域一体となった課題の解決や特区制度を活用した事
業の推進等について検討を行った。

産学官で構成する「長崎都市経営戦略推進会議」において、造船・海洋関連産業の人材育成、研究開発拠点の整備について
ワーキングチームによる検討を実施している。
地元造船関連企業及び団体で構成する「長崎地域造船造機技術研修センター」では、本特区が掲げる「高付加価値船・省エネ
船の建造促進」の土台ともなる造船人材育成のための各種研修を実施している。
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